中小企業信用保険法第２条第５項第７号（金融取引の調整)

（国が指定する金融機関のリストはこちら）
→　http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/sefu_net_7gou.htm
●必要書類等

１　認定申請書

申請書の枚数は、必要証明の枚数に町の控え分1枚を加えて申請願います。（計２枚）
２　実印(代表者印)及びこれを証明する書類
３　申請者の全ての金融機関からの総借入金残高および国が指定する金融機関からの借入金残高が確認可能な残高証明書、財務諸表、借入証書等の写し

※　次のすべての要件を満たす中小企業者の方が、７号の認定を受けることができます。

（要件１）

国の指定する金融機関と金融取引を行っており、かつ、当該指定金融機関からの借入金残高が全ての金融機関からの総借入残高に占める割合の１０％以上であること。

（要件２）

指定金融機関からの直近の借入金残高が前年同期に比して１０％以上減少していること。

（要件３）

借り入れをしている全ての金融機関からの直近の総借入金残高が前年同期比で減少していること。

（減少額が０円でなければ、要件３は満たします）

  ※借入残高に手形割引は含まれませんので、ご注意ください。

（今年の直近の借入金残高と前年同期の借入金残高が比較できるようにしてください

４　商業登記簿謄本　1通

５　法人の場合は前期申告書（決算書及びその附属書類もお持ちください）の写し

個人の場合は前年の確定申告書の写し

６　法人町民税の納税証明書（法人の場合）

町民税の納税証明書（個人事業者の場合） 

７　許認可証の写し(必要な業種) 

※　本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。












（留意事項）①本認定とは別に，金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。

②市長村長又は特別区長から認定を受けた後、本認定の有効期間内に金融機関又は信用保証協会に対して、経営安定関連保証の申込みを行うことが必要です。

